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事業番号５
【平成19年度】

課コード 001101 作成日 平成20年3月31日

所属名 次世代育成課 作成者 望月　喜夫

政策名（上位目的） 分野 部 課 施策・事務事業

子どもを健やかにはぐくむ環境づくりの推進
計画コード

款 項 目 事項

目の名称 科目コード 11 06 03 11 00

青少年活動費
（旧科目コード） 46 26 63 16 00

事業名 戦略性

若葉勤労通信学園事業

事業概要

目的 （対象、意図、求められる結果） 開始年度 終了予定年度

  対象 ： 学校教育法第５４条により設置された高等学校の通信制課程で学ぶ青少年
　意図 ： ①高等学校の通信制課程を受講している青少年の共同学習を支援する。
  　　　　　②受講生が講師に自発的に質問することにより、学習の円滑化を図る。
　　　　　　③受講生同士の共同学習により、学習効果や人間関係を築く能力を高める。

昭和 44 　

活動内容

事業の性格分類 実施根拠（法令、条例等） 新市建設計画事業 ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ提案事業

× ×

　日　　　時 ： ４月～３月　金曜日　１８：３０～２０：３０
　会　　　場 ： 浜松市立西部公民館
　教　　　科 ： 国語、英語、数学、理科、社会の５教科  計５０回　（約２５～３０日間）
  形　　　態 ： 受講生の自主学習を講師（高校教諭）が支援する。
　　　　　　　　　　①受講生が不明な点を講師に質問
    　　　　　　　　②受講生同士で学習内容を確認
　実施機関 ： 浜松市立西部公民館活動推進委員会
  そ の 他  ： 受講料は無料

事業運営方法

H17年度決算 H18年度決算 H19年度最終予算 H20年度当初予算 H21年度計画額 H22年度計画額 前期4年間計

事業費（千円） 390 410 410

その他

410

財
源
内
訳

国庫支出金

市債

県支出金

受益者負担分(使用料等)

一般財源 390 410 410 410

人件費 800 800 800 800

0.10内
訳

人工 0.10 0.10

単価 8,000 8,000 8,000 8,000

0.10

1,210
計

年間経費 1,190 1,210

受益者負担率 0 0 0 0

1,210

性質別内訳
人件費 扶助費 公債費 物件費 維持補修 補助費等 積立金 投資及び出資金 貸付金 繰出金 投資的経費 公営企業

800 410

800 410

800 410



A 高い

B

C

D 低い

A 高い

B

C

D 低い

A 非常に有効

B やや有効

C あまり有効でない

D 有効でない

A 単位当たり経費が前年比マイナス

B 単位当たり経費が前年とほぼ同じ

C 単位当たり経費が前年比プラス

D 評価できない

□拡大・充実

□現状のまま継続

□縮小

□廃止

定量評価

指標１ 単位 H18年度 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度

受講者数
目標 人 33 33 33 33 33

実績 人 33 20

年間経費（事業費・人件費の合計） 千円 1,210 1,210 1,210

単位当たり経費 千円/単位 37 61

単位当たり経費変動率 ％ 165.0%

指標２ 単位 H18年度 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度

目標 人

実績 人

年間経費（事業費・人件費の合計） 千円

単位当たり経費 千円/単位 #DIV/0! #DIV/0!

定性評価

単位当たり経費変動率 ％ #DIV/0!

　　過年度の実施内容

　過去５年の参加者数：　平成１５年度　３３人、平成１６年度　２８人、平成１７年度　３６人、平成１８年度　３３人、平成１９年度　２０人

事
前
評
価

必要性 （分析・理由）

Ａ
　様々な事情により、通信制での高校卒業認定を目指している青少年を支
援するために欠かせないものである。また、青少年が職場以外での人間関
係を築く場であり、健全育成に欠かせないものである。

行政関与の妥当性 （分析・理由）

Ｂ
　青少年を健やかに育てるには、行政が主導し、市民との協働を推進するこ
とが望ましい。

事
後
評
価

有効性 （分析・理由）

Ｂ
　高校卒業認定を目指す青少年の学習支援や人間関係を築く場として有効
である。

効率性 （分析・理由）

Ｃ 　前年度に比較して受講生が減少したため、単位当たり経費が増加した。

今後の事業展開

規模 （分析・理由）

現状
　青少年が孤立する傾向の中、学校や職場以外で同世代・異世代と交流し、社
会性を身につける場として、また、学習を支援するため、現状維持が必要であ
る。

　　具体的な改善内容・事業の方向性等

　通信教育のため継続には並々ならぬ困難を伴っている。学習機会の多様化や昨今の安易を求める風潮もあって、受講生が前年度に比較して減
少したが、その中で出席している人は目的意識があり、学習意欲が旺盛である。
　受講生の増加を図るため、高等学校と委託先公民館との連携を密にするとともに、募集等の広報や啓発に努める。

《問題意識》
　事業開始より39年が経過し、当時とは教育環境や受講生等が大きく変化している。通信教育は一人では挫折しがちであるが、諸行事も含めた学
習会に参加し講師からの助言を受けたり、受講生同士が悩みを打ち明けあったりすることで、良い人間関係を築くことができるなど、事業目的は有
意義であるが、受講生も卒業生も年々減少している。

《想定結果》
　⑤市の実施が適当だが改善を要するもの

〔備考〕事業に対する市民・市民活動団体・事業者・議会からの指摘


